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1．背景・目的 

 

社会的ジレンマが存在する状況で、どのようにして人間の協力的行動を引き出すかとい

う問いは社会科学における中心的課題のひとつである。とりわけ共有資源管理の分野にお

いては、集合行為（collective action）を達成するために「共同体に根付いたインフォーマ

ルな制度(community-based institutional arrangements: CIAs)」の存在が鍵となること

が指摘されてきた。実際これまでの経済学、社会学における実証研究の蓄積は、こうした

CIAs が機能することで「コモンズの悲劇」を回避することが可能になることを示唆して

いる。しかしながら、そうした共有資源管理の重要な成功要因である制度が如何なる条件

のもとで生成され、かつ存続し続けるのかについてはコンセンサスが得られるほどの研究

蓄積がなされていない。さらに踏み込むと、なぜこうした制度が成功し存続し続けるコミ

ュニティがある一方で、制度が消失し共有資源管理に失敗するコミュニティがあるのかに

関して、定量的な分析を行った研究は限られているのが実情である。 

本研究の目的はこうした資源管理研究における間隙を埋めるために、自発的な共有資源

管理制度がどのように生成され、維持され、時に消失するかに関する定量的なエビデンス

を提供することである。このような問題意識を達成するために、本研究ではラボ実験にも

とづくデータ取得とそれを用いたミクロ計量経済学的分析を行った。 

 

2．分析・結果 

 

 ラボ実験では三重大学の学生を対象に、共有資源管理実験（common pool resources 

experiment: CPRE）を行った。本研究での CPRE には３つの特徴がある。第一に、実験

環境をより現実に近づけるために実際に金魚が入った共有プールを用意した。これは各被

験者グループが、通常のラボ実験で用いられる紙ベースの質問票やコンピューター上で意

思決定するのではなく、共有プールにいる金魚を枯渇しないようにとるという現実の社会

的ジレンマ状況に直面させることを意図している。第二に、共有資源を獲得する際の技術

（つまり金魚をとる際の道具）に関して、生産性の高いものと低いものをランダムに被験

者に与えた。したがって、個々の技術の生産性やグループ内での分布がどのように資源管

理に影響するかを厳密に検証することができる。第三に、共有資源管理をするための制度

として、３つの異なるオプションを用意した。一つ目は何の規制も存在しないオープンア



クセス、二つ目は獲得した金魚をグループ内で共有するプール制、三つめはオープンアク

セスかプール制を投票で選択することができる投票選択制である。 

 本研究では CPRE のほかに社会的・経済的選好を測定するためのラボ実験も行った。具

体的には独裁者ゲーム、最後通牒ゲーム、convex time budget ゲーム、公共財供給ゲーム

である。これらの実験から被験者の利他性、不平等回避選好、リスク選好、時間選好など

をデータとして取得した。 

 これらのデータを使用してミクロ計量経済学的な分析を行うことで、社会的選好や経済

的選好がどのようにして（投票を通じた）制度の生成に影響を与えるのか、また成立した

制度の存続を可能にするのかに関する新たなエビデンスを得ることができた。 
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経験と行動－フィリピン、インドネシアのフィールド実験から－ 

 

東田啓作 

（関西学院大学経済学部） 

 

1．はじめに 

 

世界の多くの地域において、沿岸漁業に従事する漁業者の規模は小さい。また、漁業者

の家計の多くは伝統的な漁村に何世代にもわたって居住してきているため、そのコミュニ

ティーや地域に特有の社会規範・社会関係資本が形成され存在している。移住が多い地域

であっても、一定の社会規範は存在している。一方で、多くの地域で資源量の減少や資源

枯渇が観察されている。小規模漁業者が漁業を営む漁場において持続利用可能性を高める

ためには、漁業者がその目的に沿った行動や資源管理制度を選択する必要がある。 

漁業者の選好や行動は、様々な要因に影響を受けている。こうした選好や行動メカニズ

ムを理解することなく資源管理政策・制度を実行した場合には、意図したものとは異なる

結果につながることがある。例えば、Cardenas et al. (2000)や Vollan (2008)は農村での

森林や牧草の利用に関するフィールド実験ではあるものの、外生的な政策導入が逆に過剰

利用を深刻にしてしまう可能性があることを明らかにしている。本報告では、フィリピン、

およびインドネシアの漁村において実施した経済実験を概観し、そこで得られたデータか

ら、「漁業者の資源枯渇の経験」や「社会経済要因」と「漁業者の選好」の関係を考察する。 

 

2．フィールド実験 

 

 経済実験は、被験者に様々な意思決定やゲームを行ってもらいその意思決定や行動を観

察することによって、人々の選好の抽出、行動メカニズムの解明、理論の検証、マーケッ

トメカニズムの解明などを行う手法である。大学の実験室で主に学生などを被験者として

行うものが実験室実験、実際のフィールドで現実の問題にかかわっている人々を被験者と

して行うものがフィールド実験である。途上国の漁村における漁業者を対象としたフィー

ルド実験はこれまでにも数多く行われてきている。たとえば、Fehr and Leibbradt (2011)

はブラジル北東部の複数の漁村でフィールド実験を行い、協調性や時間選好といった漁業

者の選好と実際の漁獲活動の関係を検証している。また Leibbrandt et al. (2013)は、漁業

の経験が競争選好に与える影響を分析している。 

 今回の報告で用いるデータは、2015 年にフィリピンとインドネシアで、漁業者を対象と

しておこなったフィールド実験のデータである。この実験では、漁業者のリスク選好、時

間選好、社会協力選好、互酬性などを抽出する経済実験を行った。今回の報告では、資源



 

 

の過剰利用を抑制する仕組みが機能するかどうかに大きく影響すると考えられる「時間選

好」および「社会協力選好」を取り上げる。漁業者の資源枯渇に関する経験や社会経済要

因は、同時に実施したアンケート調査によって聞き取っている。 

 

3．結果の考察 

 

資源枯渇の経験は、漁業者の選好に影響を与えていると考えられるが、今回の調査では

資源枯渇の原因も聞き取った。そのうえで、資源枯渇の要因（主観的認識）を自然要因（台

風やその他の災害など）と人為的要因（過剰漁獲など）とに分けて考察を行った。 

その結果、（i）自然要因で資源枯渇の経験があると認識している漁業者はそうでない漁

業者よりも社会協力選好が低いこと、（ii）人為的要因で資源枯渇の経験があると認識して

いる漁業者はそうでない漁業者よりも社会協力選好が高い傾向にあることが示された。ま

た、漁獲魚種や漁場までの距離、教育水準、漁業や資源管理に関する知識と言った社会経

済要因と社会協力選好の間にも相関があることが明らかとなっている。 

さらに、時間選好率についても資源枯渇の認識との相関が明らかとなっている。（iii）資

源枯渇の経験があると認識している漁業者はそうでない漁業者と比べて、時間選好率が低

いこと、（iv）その理由が人為的なものであると認識している漁業者は他の理由を考えてい

る漁業者よりもさらに時間選好率が低いことが分かった。 

 

4．今後の検討課題 

 

今回のタイプのフィールド実験によって、経験、社会規範といったものが資源利用者の

選好や行動にどのような影響を与えるのかが少しずつ明らかになってきている。今後は、

個々のコミュニティーの漁業者の経験、社会規範と社会経済要因とマッチする資源管理手

法を見つけ出していく実験研究（フィールド実験、社会実験）が望まれる。例えば、De Melo 

and Piaggio (2015)はウルグアイの漁村において漁業者を対象としてフィールド実験を行

い、社会的に望ましくない罰則が多く実行され得ること、そのことが逆に過剰利用を促進

することを示している。このため、個々のコミュニティーに適した資源管理制度を考え出

すことが重要なのである。 
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1．はじめに 

 

トップダウン型の漁業管理に対してボトムアップ型、地域参加型の持続可能な漁業へ対

する取り組みの一つが水産物エコラベルである。本報告の目的は、この水産物エコラベル

が機能するために必要な前提条件であるエコラベル水産物に対する需要、つまりエコラベ

ル水産物に価格プレミアムは存在するか？というリサーチクエッションに対して、仮想実

験環境を作り、その中でオークション実験を行うことで検証することにある。 

 

2．経済学的な特質 

 

2-1．エコラベルの経済インセンティブを使用した自主的漁業管理 

 エコラベルは経済インセンティブによって認証漁業者の乱獲を減らし、資源状態を改善

し、そして漁業者に収益増加をもたらすシステムが理論的に証明されている[1]。しかし、

その前提にはエコラベル製品に価格プレミアムが存在するか、商品（魚）の質的要素がす

べて同一のエコラベル、非ラベル商品を選択する場合に消費者がエコラベルの方を選択す

る選好を持っていることが必要となる。つまり、消費者がエコラベルを選好することで超

過需要が発生し、エコラベル水産物のみ価格が上昇し、エコラベル認証漁業者の収入が増

大するのである。エコラベル認証取得するコストよりも価格プレミアムによるベネフィッ

トが上回ったとき、すべての従来漁業者は乱獲するインセンティブを失い、認証を取得す

る丈に持続可能な漁業管理を自主的に行い始めるのである。直接規制は抜け穴を探して行

政と生産者でいたちごっこが始まる可能性が高いが、エコラベル認証のための漁業管理は

経済インセンティブによって漁業者が自主的に管理行動を行っているため、より効果が高

くなると言える。 

 

2-2．市場需要調査の必要性 

どこか一つの市場でエコラベル需要があったからといってそれを他の市場に当てはめ

て考えることはできない。エコラベルマーケットを開拓する上で、まずターゲットとなる

消費地市場に需要があるかどうか調査を行い、投資判断を行うことが必要となってくる。

もし消費者がエコラベルを従来製品と全く差別しないようであればその市場でエコラベル

を扱ったとしてもエコラベル認証にかかる費用が上回ってしまうため、その市場へ投資し



 

 

ないほうが得策となる。従って、エコラベルに対する需要の調査は主要な水産物消費市場

に対して行い、メタ的にエコラベル全体を考える必要がある。そのために 2000 年ごろか

ら主に欧米、日本など水産物の主要な消費地市場に対して需要調査が行われてきた。しか

し、エコラベル水産物自体の流通が少ないもしくはまだ流通していない市場に限っては仮

想評価なり、仮想環境内で消費者需要を測定しなければならなくなってくる。 

 

2-3．オークション実験による需要調査 

仮想評価法（Contingent Valuation Method）が市場に存在しない財を評価するのに都

合がよく、多くの市場調査などで使用されている[2]。しかし、仮想評価法には支払い義務

がなく、消費者がその商品を評価したことがない場合にはバイアスが生まれやすいと言わ

れている[3]。特にエコラベルの根幹に関わる消費者需要においてバイアスが生まれること

は致命的な判断ミスに繋がる可能性があるため、市場に流通している価格、量を用いて需

要分析をするのが望ましい。しかし、まだ流通していない商品ではそれができないため、

次善の策は経済インセンティブを使用したオークション実験によって需要調査をするほう

がよい。本研究では実際に 2009 年に実施したオークション実験を例に上げて解説を行う

[4]。 

オークション実験では入札によって消費者にある出品物を落札、購入してもらい、その

商品の需要を測定するというものである。落札者は自分の入札額の次に高い入札額を支払

う（2 位価格制という、支配戦略を持つ真実の評価額を表示するオークションの種類）[5]。

実際に自分が所有するお金を支払うことになるため、仮想バイアスは大幅に削減されるこ

ととなる。オークションは後の分析で統計的に有意な値を出すために 160 人の参加者を募

り、それぞれ 12 ラウンドのオークションに約 10 人で参加し入札してもらう実験を 16 回

行い、支払い意思額、いわゆる消費者評価額を収集した。この結果、延べ 1,920 の入札額

が入手できた。オークション実験のデザインには順序効果が出ないようにオークションに

出品される商品は順番を変え、またその他の様々な外生的な要因を排除するために実験室

において他の参加者とのコミュニケーションを禁止し、またオークション出品物について

もエコラベル、産地、内容量、品名以外の全ての情報を取り除いたものを使用した。また

分析の際には各ラウンドのダミーを 12個導入し、ラウンド間の影響をコントロールした。

これによって、エコラベルがあるかどうかだけを比較し、純粋なエコラベルの価値を測る

ことができる。また、途中で情報トリートメントを行い、情報によってエコラベル需要が

喚起されるかどうかも検証した。商品は日本の消費者にもっとも馴染みが深く、また過去

に資源状態が悪化したことがある鮭製品を使用した（銀鮭の切り身、銀鮭の西京漬け切り

身、カラフトマスのいくら）。 

 

2-4．情報トリートメントによる宣伝効果の推定 



 

 

MSC エコラベルがどのようなものか知らないままに評価することは潜在需要の分析に

はならない。エコラベルがどのようなものであるか、またなぜ必要とされているかを知る

ことでどのような需要が生まれるか、また現在のありのままの需要はどうなっているのか。

これに答えるために、情報トリートメントをオークション実験中に施した。4 ラウンドと

8 ラウンドが終わった後に情報提供として１）MSC に関する情報（MSC とはなにか、評

価基準など）、２）漁業に関する情報（乱獲、IUU など）を与えた。これによって各製品

の評価は①無情報、②MSC 情報、③漁業情報、④両情報が与えられた場合の評価となり、

どの情報を与えた場合に一番 MSC に付加価値がつくのかを検証できる設定とした。 

検証モデルは個人が１６０人の１２ラウンドのパネルデータとなるためランダムエフ

ェクトモデルを採用し、以下の式で推定を行った。 

 

Bij=α0+α1L+β1Xk+γ1Im +γ2LIj+γ3LXk+γ4IjXk +γ5LImXk +δjRj+ηi+εij (1) 

 

bijは参加者 i の商品 j に対する入札額、L はラベルダミー、Imは情報ダミー、LI、LX、IX、

LIX は各ダミー変数の交叉項、R はラウンドダミー、その他の係数は各変数にかかる係数

の他に、ランダムエフェクトの個人効果係数（ηi）、誤差項（εij）となる。 

 

3．結果 

 

この結果、各情報提供時の価格プレミアムは、①4.5 円（無情報、非有意）、②14.7 円（MSC

情報、非有意）、③40.7 円（漁業情報、有意）④31.2 円（両情報、有意）となった（図１）。 

 

 

図１ 各情報提供時の価格プレミアム（鮭製品全体） 

 



 

 

つまり、情報を与えないときはもちろん、MSC に関する情報を与えても消費者は有意

にエコラベルに価格プレミアムをつけないという結果となった。これは、消費者が MSC

の必要性を現時点では感じていないという結果であるが、もし消費者が乱獲など持続可能

な漁業管理の必要性を認識できれば MSC に対する潜在需要は喚起されるという結果とな

っていることがわかる。 

このことから、現時点で日本市場に MSC エコラベル需要はないが、漁業情報、特に重

要な魚種などが現在乱獲されているという情報キャンペーンなどを行うことによって、将

来十分なエコラベルに対する価格プレミアムが生じることとなることが本研究から判明し

た。 
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1．はじめに 

 

日本は世界有数の水産物の消費国であり、日本の消費者の行動は持続可能な漁業活動の

推進にも大きな影響を及ぼしうる。近年各国で漁業資源管理が行われる中で、その阻害要

因として大きな課題となっているのが IUU（Illegal, Unreported, and Unregulated）漁

業の存在である。IUU 漁業は違法・無報告・無規制漁業を意味し、Pramod et al. (2017)

によると、日本が輸入する水産物（養殖生産物を除く）の約 24～36%が IUU 漁業に由来

するものであると指摘されている[1]。 

本研究は、IUU 漁業由来の水産物に対する日本の消費者の回避選好を明らかにすること

を目的とする。まず、Lusk & Briggeman (2009)が行った食物一般に対する価値判断の分

析を行った研究を応用し、ケース 1 ベスト・ワースト尺度法を用いて、日本の消費者が水

産物を消費する際のベースとなる価値判断基準を明らかにする[2]。そして 1）IUU 漁業で

はないことを証明するラベルの有無による選好の違い、2）消費する水産物が IUU 漁業由

来である確立による選好の違いについて、離散選択実験を用いて分析し、日本の消費者が

抱く IUU 漁業由来の水産物に対する回避選好を明らかにする。 

 

2．手法 

 

2-1．ケース 1ベスト・ワースト尺度法 

 日本の消費者による水産物の選好や購買行動については、これまで多くの研究が行われ

てきた。その一方で、選好や購買行動の根底にある価値観の部分についてはまだ明らかに

なっていない部分が多い。そこで、本研究では近年、医療経済学をはじめとする分野で応

用が始まっているベスト・ワースト尺度法を用いて、日本の消費者の水産物に対する価値

観を明らかにする。ケース 1 ベスト・ワースト尺度法は、回答者に複数の評価項目の中か

ら最も重要視する項目（ベスト）と最も重要視しない項目（ワースト）をひとつずつ選ば

せるタイプの質問を、項目を変えながら複数回繰り返すことにより、評価項目の順序づけ

を行うものである。本研究では、先行研究によって一般的な食品が持つ価値（Food Values）

としてあげられている価値項目を水産物用に応用し、生産方法・味・価格・安全性・簡便

性・栄養・伝統・産地・公平性・見た目・環境負荷の 11 の価値項目を、水産物の消費に



際して最も重要視される項目から最も重要視されない項目の順に順序付けを行った。 

 

2-2．離散選択実験 

離散選択実験は複数の属性を持つ財の、それぞれの属性に対する評価を行う事を可能と

する。本研究では、「産地」「商品形態」「価格」そして「IUU 漁業に関する属性」という

4 つの属性を有する財（刺身盛り）について、ウェブアンケートを用いて離散選択実験を

行った。「IUU に漁業関する属性」については、1）IUU 漁業由来ではない事を証明する

ラベルの有無、2）IUU 漁業由来である確率数パターン、の 2 つの方法で表現した上で、

回答者に最も好ましい財を 3 つ選択肢の中から選ばせる方法を採用した。 

また、IUU 漁業という言葉を聞いたことがない、またはよく知らない回答者が多くいる

ことが予想されることから、離散選択実験設問の前に、回答者に対して IUU 漁業に関す

る情報を提示した。IUU 漁業に関する情報について、IUU 漁業の言葉の意味の説明のみ

にとどめたもの（簡易説明バージョン）と IUU 漁業が漁業資源管理にもたらす悪影響に

ついて説明したもの（詳細説明バージョン）の 2 パターンのいずれかを提示することによ

り、回答者が有する IUU 漁業に関する情報量の差が選択実験設問への回答に与える影響

についても分析を行った。 

 

3．結果 

 

日本の消費者は 、水産物の安全性を最も重要視し、次いで味、3 番目に価格を重要視し

ていることが明らかとなった。最も重要視されていないのは伝統（伝統的な飲食・調理方

法など食文化の維持）と公平性（水産物の生産に関わったすべての人が等しく便益を享受

できているかの程度）であった。 また、環境負荷（水産物の漁獲や養殖生産が海の生態系

や環境に与える影響）は比較された価値項目中 9 番目に重要視されるものとして順序付け

られた。 

IUU 漁業由来の水産物の評価に関しては、IUU 漁業由来ではないことを明示すること

で、限界支払意思額が 180 円程度上がった。また、IUU 漁業由来の水産物である確率が

0%から 25%、50%、75%に上昇すると、限界支払意思額がそれぞれ 40～50 円、110～120

円、150～180 円程度下がった。 

 

4．結論 

 

日本の消費者は水産物の消費に関して、生産の公平性や環境負荷についてあまり重要視

していない一方で、IUU 漁業由来の水産物に対しては、そうでない水産物に比べて有意に

負の評価をすることが明らかとなった。 
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